
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一対の電流印加電極と一対の電圧測定電極とから成るインピーダンス測定電極を腹部周
囲表面に接触させて測定した腹部のインピーダンスに基づいて、体脂肪に関する指標を算
出する体脂肪測定装置において、
　腹部前面に、腹部のインピーダンスを測定するための前記インピーダンス測定電極を接
触させて支持する電極支持手段と、
　 腹部の横幅を腹部前面から測定するための横幅
測定手段と、
　前記腹部のインピーダンスと横幅とから体脂肪に関する指標を演算する演算手段と、
　を有し、
　前記横幅測定手段は、前記腹部の両脇を挟むように、前記横幅方向に スライド
可能に支持された左アーム部および右アーム部と、前記左アーム部および前記右アーム部
がスライドした距離に基づいて前記横幅を計測する計測手段と、を有 、

【請求項２】
　前記電極支持手段は、柔軟部材で形成されることを特徴とする請求項１記載の体脂肪測
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前記電極支持手段と一体的に形成され、

等距離に

し
　前記インピーダンス測定電極は、前記左アーム部および前記右アーム部の各端部が前記
腹部の両脇に接触したときに、当該インピーダンス測定電極が前記腹部の中心から左右対
称に前記腹部前面に接触するように配置される、
　体脂肪測定装置。



定装置。
【請求項３】
　前記電極支持手段は、前記一対の電流印加電極に挟まれるように、前記一対の電圧測定
電極を配して成ることを特徴とする請求項１または に記載の体脂肪測定装置。
【請求項４】
　前記電極支持手段は、前記一対の電流印加電極と一対の電圧測定電極との内、少なくと
も一方の接触方向を腹部の形状に合わせて可変する電極方向可変手段を更に有することを
特徴とする請求項１から のいずれか１項に記載の体脂肪測定装置。
【請求項５】
　前記一対の電流印加電極に供給する交流電流の周波数を切り替え、高周波数及び低周波
数の内、少なくとも各一つの周波数による２周波数以上のインピーダンス測定を行なう周
波数切替手段を更に有することを特徴とする請求項１から のいずれか１項に記載の体脂
肪測定装置。
【請求項６】
　前記体脂肪に関する指標は、腹部全脂肪面積、皮下脂肪面積、皮下脂肪厚、内臓脂肪面
積、体幹部脂肪率、全身脂肪率及び皮下脂肪と内臓脂肪との割合の内、少なくとも一つで
あることを特徴とする請求項１から のいずれか１項に記載の体脂肪測定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は腹部のインピーダンスを測定し、体脂肪に関する指標を算出する体脂肪測定装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より公知の体脂肪測定装置は、手又は足にインピーダンス測定電極を接触させて測
定されるインピーダンスに基づいて、体脂肪に関する指標を推定するものであった。
【０００３】
　また、体脂肪に関する指標の内、特に内臓脂肪面積及び皮下脂肪面積に関するデータを
正確に導出する装置としては、Ｘ線ＣＴ法又はインピーダンスＣＴ法等の各種ＣＴ法又は
ＭＲＩ法による断層画像に基づいて体脂肪データを算出する体脂肪測定装置がある。また
、体脂肪に関する指標の内、特に内臓脂肪率及び皮下脂肪率に関するデータを正確に導出
する装置としては、ＤＸＡ法を用いた装置が知られている。
【０００４】
　また、腹部にインピーダンス測定電極を直接接触させて測定したインピーダンス値に基
づいて体脂肪に関する指標を算出する研究及び技術が開示されている。例えば腹部を挟ん
で腹部前面と背中面とに接触させた一対の電流印加電極と、腹部側面に接触させた電圧測
定電極とにより測定したインピーダンス値と、ウエスト周囲径とに基づいてＣＴ法との相
関より内臓脂肪量又は面積を算出する研究がなされている（非特許文献１参照）
【０００５】
　また、腹部前面にインピーダンス測定電極が接触するように配したベルトを腹部に巻き
つけ、測定した腹部インピーダンスから皮下脂肪を推定する研究がなされている（非特許
文献２参照）。
【０００６】
　また、測定部位及び印加する電流の周波数を変えて、腹部付近のインピーダンスを測定
し、内臓脂肪面積を推定するに適する測定部位及び周波数を検出する研究がなされている
（非特許文献３参照）。
【０００７】
　また、被験者の外周上に外周長に比べて十分距離を短く配した電極を用いて測定した電
圧と、例えば、全断面積、断面積の外周長又は断面の縦幅と横幅、で表される人体の大き
さを反映する特性量とに基づき内臓脂肪量を算出する体脂肪測定装置が開示されている（
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例えば、特許文献１参照）。
【０００８】
　また、各電極間距離を固定して配した当接面を身体の一つ部位に接触させることにより
インピーダンスを測定するインピーダンス測定装置が開示されている（例えば、特許文献
２参照）。
【非特許文献１】梁美和著、「腹部生体インピーダンス法に用内臓脂肪測定法の開発」
【非特許文献２】ヘルマン・シャルフェッター（Ｈｅｒｍａｎｎ　Ｓｃｈａｒｆｅｔｔｅ
ｒ）、他５名、「アセッシング　アブドミナル　ファットネス　ウィズ　ローカル　バイ
オインピーダンス　アナリシス：ベーシックス　アンド　エクスペリメンタル　ファイン
ディングス（Ａｓｓｅｓｓｉｎｇ　ａｂｄｏｍｉｎａｌ　ｆａｔｎｅｓｓ　ｗｉｔｈ　ｌ
ｏｃａｌ　ｂｉｏｉｍｐｅｄａｎｃｅ　ａｎａｌｙｓｉｓ：Ｂａｓｉｃｓ　ａｎｄ　ｅｘ
ｐｅｒｉｍｅｎｔａｌ　ｆｉｎｄｉｎｇｓ）」
【非特許文献３】小宮秀明、他１名、「多周波インピーダンス法による内臓脂肪面積の推
定に関する研究」、肥満研究、２００３、Ｖｏｌ．９、Ｎｏ．１
【特許文献１】特許第３３９６６７４明細書
【特許文献２】特願２０００－１２８０４９
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、前記手又は足に接触させた電極を用いて求めたインピーダンスより体幹
部のインピーダンスを推定するものでは、例えば、接触部位対象となる四肢に何らかの障
害があった場合等、求めるインピーダンスが誤差を含んでいる又は測定不能である場合等
があり、体幹部のインピーダンス推定の信頼性が著しく低下する。
【００１０】
　また、ＣＴ法又はＤＸＡ法を用いて体脂肪に関する指標を得る場合、体脂肪に関する指
標の内、ＣＴ法では体脂肪面積しか測定できず、逆にＤＸＡ法では体脂肪面積が測定でき
ない。従って、体脂肪面積を含む体脂肪に関する指標を求める場合には、少なくともＣＴ
法及びＤＸＡ法の両方を行なって算出しなければならない。しかしながら上記各方法を用
いた装置は専門的な知識と技量を持って医療現場等で扱われるものであり、装置自体高額
であり、一般的に手軽に測定できるものではなかった。
【００１１】
　また、腹部を挟んでインピーダンス測定電極を配する装置、ベルトを腹部周上に巻きつ
けるような装置、又は、全断面積、断面積の外周長又は断面の縦幅と横幅、を人体の大き
さを反映する特性量とする装置に関しては、被験者が寝たきり又はそれに近い状態であっ
た場合、前述のように背中側に電極や装置を配するような装置を自分で装着するというの
は大変困難な作業であり、介助者が行なう場合でも相当労力を要する作業である。特に測
定部位の大きさを別途測定するような場合には、測定自体に手間がかかり実用的ではなか
った。
【００１２】
　更に、一つの当接面上に配した電極を身体の一部に押し付けてインピーダンスを測定す
る装置に関しては、特に腹部を測定対象とした場合、四肢の場合と異なり、皮下脂肪、内
臓脂肪及び筋肉等の生体組織の分布に個人差が激しいため、腹部の大きさによって、電極
接触位置によって決まる測定範囲に差異が生じ易く、測定条件のばらつきの原因となりか
ねない場合があった。
【００１３】
　従って本発明は上述の課題を解決し、腹部前面において簡便且つ正確なインピーダンス
測定が可能であり、前記腹部インピーダンスと腹部横幅とから体脂肪に関する信頼性の高
い指標を算出することができる体脂肪測定装置を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
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　上記課題を解決するために本発明は、一対の電流印加電極と一対の電圧測定電極とから
成るインピーダンス測定電極を腹部周囲表面に接触させて測定した腹部のインピーダンス
に基づいて、体脂肪に関する指標を算出する体脂肪測定装置において、腹部前面に、腹部
のインピーダンスを測定するための前記インピーダンス測定電極を接触させて支持する電
極支持手段と、 腹部の横幅を腹部前面から測定す
るための横幅測定手段と、前記腹部のインピーダンスと横幅とから体脂肪に関する指標を
演算する演算手段と、を有し、前記横幅測定手段は、前記腹部の両脇を挟むように、前記
横幅方向に スライド可能に支持された左アーム部および右アーム部と、前記左ア
ーム部および前記右アーム部がスライドした距離に基づいて前記横幅を計測する計測手段
と、を有

体脂肪測定装置を提供する。
【００１５】
　また、前記電極指示手段は、柔軟部材で形成される。
【００１７】
　また、前記電極支持手段は、前記一対の電流印加電極に挟まれるように、前記一対の電
圧測定電極を配して成る。
【００１８】
　また、前記電極支持手段は、前記一対の電流印加電極と一対の電圧測定電極との内、少
なくとも一方の接触方向を腹部 形状に合わせて可変する電極方向可変手段を更に有する
。
【００１９】
　また、前記一対の電流印加電極に供給する交流電流の周波数を切り換え、高周波数及び
低周波数の内、少なくとも各一つの周波数による２周波数以上のインピーダンス測定を行
なう周波数切替手段を更に有する。
【００２０】
　更に、前記体脂肪に関する指標は、腹部全脂肪面積、皮下脂肪面積、皮下脂肪厚、内臓
脂肪面積、体幹部脂肪率、全身脂肪率及び皮下脂肪と内臓脂肪との割合の内、少なくとも
一つである。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の体脂肪測定装置は、一対の電流印加電極と一対の電圧測定電極とから成るイン
ピーダンス測定電極を腹部周囲表面に接触させて測定した腹部のインピーダンスに基づい
て、体脂肪に関する指標を算出する体脂肪測定装置において、腹部前面に、腹部のインピ
ーダンスを測定するための前記インピーダンス測定電極を接触させて支持する電極支持手
段と、 腹部の横幅を腹部前面から測定するための
横幅測定手段と、前記腹部のインピーダンスと横幅とから体脂肪に関する指標を演算する
演算手段と、を有し、前記横幅測定手段は、前記腹部の両脇を挟むように、前記横幅方向
に スライド可能に支持された左アーム部および右アーム部と、前記左アーム部お
よび前記右アーム部がスライドした距離に基づいて前記横幅を計測する計測手段と、を有

ことから、身体を挟んでインピーダンス
測定電極やウエスト測定器等を配する必要がなく、腹部前面に本装置を押し当てるだけで
簡便に適切な測定状態とすることが可能であり、健常者はもちろん、四肢に障害のある方
や寝たきりの方であっても、寝たままでも簡便に体脂肪に関する指標を得ることが可能で
ある。
【００２２】
　また、前記電極支持手段は、柔軟部材で形成されることから、前記インピーダンス測定
電極の各電極を腹部に密着させることが可能であり、接触の不具合が原因となる誤差を軽
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前記電極支持手段と一体的に形成され、

等距離に

し、前記インピーダンス測定電極は、前記左アーム部および前記右アーム部の各
端部が前記腹部の両脇に接触したときに、当該インピーダンス測定電極が前記腹部の中心
から左右対称に前記腹部前面に接触するように配置される

の

前記電極支持手段と一体的に形成され、

等距離に

し、前記インピーダンス測定電極は、前記左アーム部および前記右アーム部の各端部が前
記腹部の両脇に接触したときに、当該インピーダンス測定電極が前記腹部の中心から左右
対称に前記腹部前面に接触するように配置される



減することができる。
【００２４】
　また、前記電極支持手段は、前記一対の電流印加電極に挟まれるように、前記一対の電
圧測定電極を配して成ることから、従来技術に示した、身体の一つの部位を測定する生体
インピーダンス測定装置と同様に、安定したインピーダンス測定が可能である。
【００２５】
　また、前記電極支持手段は、前記一対の電流印加電極と一対の電圧測定電極との内、少
なくとも一方の接触方向を腹部 形状に合わせて可変する電極方向可変手段を更に有する
ことから、前記インピーダンス測定電極の各電極を腹部に密着させることが可能であり、
接触の不具合が原因となる誤差を軽減することができる。
【００２６】
　また、前記一対の電流印加電極に供給する交流電流の周波数を切り換え、高周波数及び
低周波数の内、少なくとも各一つの周波数による２周波数以上のインピーダンス測定を行
なう周波数切替手段を更に有することから、各周波数により脂肪組織や筋肉組織等一部の
生体組織に寄与したインピーダンスを得ることが可能であり、複数周波数により測定する
ことで、より精度の高い前記体脂肪に関する指標を得ることができる。
【００２７】
　更に、前記体脂肪に関する指標は、腹部全脂肪面積、皮下脂肪面積、皮下脂肪厚、内臓
脂肪面積、体幹部脂肪率、全身脂肪率及び皮下脂肪と内臓脂肪との割合の内、少なくとも
一つであることから、ＣＴ法やＤＸＡ法等を用いた高価な装置によって測定していた前記
体脂肪に関する指標を安価な装置により簡便に測定可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　本発明の体脂肪測定装置は、一対の電流印加電極と一対の電圧測定電極とから成るイン
ピーダンス測定電極を腹部周囲表面に接触させて測定した腹部インピーダンスに基づいて
、体脂肪に関する指標を算出する体脂肪測定装置において、腹部前面に、腹部のインピー
ダンスを測定するための前記インピーダンス測定電極を接触させて支持する電極支持手段
と、腹部の横幅位置を測定するための横幅測定手段と、前記腹部のインピーダンスと横幅
とから体脂肪に関する指標を演算する演算手段とを有して構成する。
【００２９】
　また、前記電極支持手段は、柔軟部材で形成される。
【００３０】
　また本発明の体脂肪測定装置は、一対の電流印加電極と一対の電圧測定電極とから成る
インピーダンス測定電極を腹部周囲表面に接触させて測定した腹部インピーダンスに基づ
いて、体脂肪に関する指標を算出する体脂肪測定装置において、腹部前面に、腹部のイン
ピーダンスを測定するための前記インピーダンス測定電極を接触させて支持する電極支持
手段と、前記電極支持手段を腹部横幅に合わせて可変とし、前記インピーダンス測定電極
を腹部前面の適する位置に接触させる電極位置可変手段と、前記腹部のインピーダンスに
基づいて体脂肪に関する指標を演算する演算手段とを有して構成する。
【００３１】
　また、前記電極支持手段は、前記一対の電流印加電極に挟まれるように、前記一対の電
圧測定電極を配して成る。
【００３２】
　また、前記電極支持手段は、前記一対の電流印加電極と一対の電圧測定電極との内、少
なくとも一方の接触方向を腹部形状に合わせて可変する電極方向可変手段を更に有して構
成する。
【００３３】
　また、前記一対の電流印加電極に供給する交流電流の周波数を切り換え、高周波数及び
低周波数の内、少なくとも各一つの周波数による２周波数以上のインピーダンス測定を行
なう周波数切替手段を更に有して構成する。
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【００３４】
　更に、前記体脂肪に関する指標は、腹部全脂肪面積、皮下脂肪面積、皮下脂肪厚、内臓
脂肪面積、体幹部脂肪率、全身脂肪率及び皮下脂肪と内臓脂肪との割合の内、少なくとも
一つである。
【実施例１】
【００３５】
　本発明の実施例１は、一対の電流印加電極と一対の電圧測定電極とから成るインピーダ
ンス測定電極を予め一定間隔に配した接触面を備えた電極支持部と、腹部横幅に合わせて
可動させるアーム部により、前記腹部横幅を基準として、前記インピーダンス測定電極を
臍位置を中心とした腹部前面に接触させ、更に前記腹部横幅に対するインピーダンス測定
範囲の腹部インピーダンスへの影響を補正することにより、複数の被験者を同一測定条件
下で測定することが可能である。また、前記補正した腹部インピーダンスと、予めＣＴ法
やＤＸＡ法等により求めた体脂肪に関する指標との相関より得られる回帰式を用いて、簡
便に体脂肪に関する指標を算出することを可能とするものである。更に、インピーダンス
測定において、高周波数と低周波数との二つの周波数を切り替えて測定することにより、
腹部の筋肉組織及び皮下脂肪組織を各々強く反映したインピーダンスが得られ、これを用
いてより精度良く体脂肪に関する指標を算出可能とする体脂肪測定装置の一例である。
【００３６】
　まず図１乃至図３を用いて、本実施例１の体脂肪測定装置の構成を説明する。図１は体
脂肪測定装置の使用時の外観上面図であり、図２は図１のＡ－Ａ断面図であり、図３は電
気ブロック図である。
【００３７】
　図１において、体脂肪測定装置１は、本体部２、電極支持部３及び左右各アーム部４ａ
及び４ｂから構成され、
【００３８】
　前記本体部２は電源オンオフを切り替える電源スイッチ５、測定をスタートさせる測定
スイッチ６及び測定ガイダンスや測定結果等を表示する表示部１０を備えて成る。
【００３９】
　また、前記電極支持部３は、前記本体部２側面に取り付けられ、図１に示すように腹部
前面に接触させる方向を内向きとして曲面板バネ状に形成された柔軟部材であり、前記曲
面のほぼ両端に一対の電流印加電極７ａ及び７ｂと一対の電圧測定電極８ａ及び８ｂとか
ら成るインピーダンス測定電極９を配して成り、前記電流印加電極７ａ及び７ｂとに挟ま
れるように一対の電圧測定電極８ａ及び８ｂを配して成る。
【００４０】
　これにより、図中黒矢印で示すように体脂肪測定装置１を腹部前面に押し付けた際、前
記電極支持部３が腹部の形状に合わせてたわむことにより、前記インピーダンス測定電極
９を腹部前面に密着させることが可能である。
【００４１】
　また、前記左右各アーム部４ａ及び４ｂは、略Ｌ字形状を成し、Ｌ字形状の一方の端部
は前記本体部２内に挿入されて、図示しないスライド機構部によって支持されており、前
記スライド機構部は、本体部２を中心に前記左右各アーム部４ａ及び４ｂを左右に等距離
スライドさせるものであり、各アーム部４ａ及び４ｂを腹部の左右脇腹に各々接触させる
ことにより、前記本体部２を常に腹部前面の中心に位置させることができ、前記インピー
ダンス測定電極９も腹部中心より左右対称に接触させることが可能である。
【００４２】
　続いて図３を用いて電気ブロック図を用いて体脂肪測定装置１の内部構成を説明する。
大きくブロック１とブロック２とから成り、ブロック１は制御、演算及びデータ入出力及
び記憶等を行なうブロックであり、ブロック２はインピーダンス測定を行なうブロックで
ある。
【００４３】
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　ブロック１において、本体脂肪測定装置１の全制御を行なう制御部１１に、記憶部１２
と演算部１５とが接続されて成り、前記記憶部１２は、測定データ及び演算結果等を一時
的に格納するＲＡＭ１３と、装置の制御用プログラム、予め設定した体脂肪に関する指標
の演算式又は判別プログラム及びインピーダンス測定時に印加する交流電流の周波数等を
格納してあるＲＯＭ１４とから成り、前記演算部１５はインピーダンス及び体脂肪に関す
る指標を演算するものである。
【００４４】
　また、制御部１１はエンコーダ部１６と電源１７とを接続して成り、前記エンコーダ部
１６は、前記本体部２内に備えたスライド機構において、前記各アーム部４ａ及び４ｂの
移動距離を測定することにより、アーム部４ａ及び４ｂ間距離を自動計測するものであり
、これによりアーム部４ａ及び４ｂ間距離で表される腹部の脇腹間距離（以下、腹部横幅
と言う）を自動で計測するものである。
【００４５】
　更に制御部１１は、前記電源スイッチ５、測定スイッチ６及び表示部１０に各々接続し
て成る。
【００４６】
　続いてブロック２において、前記電流印加電極７ａ及び７ｂは、電流印加部１８に接続
され、前記電圧測定電極８ａ及び８ｂは電圧測定部２２を介してＡ／Ｄ変換部２３に接続
されており、各々前記ブロック１の制御部１１に接続されて成る。
【００４７】
　前記電流印加部１８は、基準電流検出部１９、交流電流発生部２０及び周波数設定部２
１から成り、前記制御部１１により前記周波数設定部２１を制御し、予め決められた周波
数を設定し、前記周波数に基づいて前記交流電流発生部２０において交流電流とし、この
交流電流を被験者に印加する電流として前記基準電流検出部１９において検出された電流
を前記電流印加電極７ａ及び７ｂに印加するものである。
【００４８】
　また、前記電圧測定電極８ａ及び８ｂにおいて測定されたアナログの電位差信号を電圧
測定部２２において測定し、Ａ／Ｄ変換部２３においてディジタル信号に変換される。
【００４９】
　ここで、図４及び図５を用いて腹部インピーダンスの測定原理を説明する。図４は腹部
前面の電流経路を電気的等価回路によりモデル化した腹部前面モデル図であり、図５は主
に筋肉組織を示す電解質組織における周波数別電流経路を示した細胞モデル図である。
【００５０】
　生体組織において、除脂肪組織のほとんどは電解質を多く含む体水分であり、電気が流
れやすく、脂肪組織や骨は電解質をほとんど含まない非電解質組織であると考えられる。
したがって腹部前面において、除脂肪組織である筋肉組織は電解質であり、脂肪組織であ
る皮下脂肪及び内臓脂肪は非電解質組織であると言える。
【００５１】
　よって、腹部前面に電流印加電極７ａ及び７ｂを接触させたときの電流経路は、皮下脂
肪組織より流入し、内臓脂肪組織よりも電気伝導度の高い筋肉組織に流れると考えられる
。これにより図４に示すように、前記電流印加電極７ａ及び７ｂ間の電流経路は、まず前
記電極７ａ及び７ｂ接触位置の皮下脂肪組織を抵抗Ｒ１及び抵抗Ｒ２とし、筋肉組織を回
路Ｘとしてモデル化する。前記回路Ｘは前述の電解質組織の電気的等価回路を示すもので
あり、コンデンサＣ１及び抵抗Ｒ３から成る直列部と抵抗Ｒ４との並列回路により表され
る。
【００５２】
　ここで、回路Ｘは電解質組織を細胞レベルでモデル化したものであり、図５に示すよう
に電解質組織は細胞内液を細胞膜で覆った細胞と、前記細胞の外側に存在する細胞外液と
から成り、細胞内液及び細胞外液は抵抗として働き、細胞膜は絶縁体と考えられるが、非
常に薄い膜のため容量性を有することから、直流電流に近い低周波数の電流の場合は電気
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的に絶縁体となり、細胞内液に電流は流れないが、周波数を高くしていくと細胞膜を通し
て細胞内液にも電流が流れるといえる。よって、細胞膜をコンデンサＣ１、細胞内液を抵
抗Ｒ３及び細胞外液を抵抗Ｒ４として、前述の電気的等価回路として示されるものである
。
【００５３】
　これにより回路Ｘにおいて、前記低周波電流を用いた場合には、抵抗Ｒ４にのみ電流が
印加され、高周波電流を用いた場合には、抵抗Ｒ３と抵抗Ｒ４との合成抵抗（Ｒ３×Ｒ４
）／（Ｒ３＋Ｒ４）に電流が印加されることになる。Ｒ４ <（Ｒ３×Ｒ４）／（Ｒ３＋Ｒ
４）であることから、図４に示した腹部前面モデルにおいて、低周波電流印加時の方が高
周波電流印加時に比べ、前記抵抗Ｒ１及びＲ２で表された皮下脂肪組織の影響を強く受け
たインピーダンスが検出され、逆に、高周波電流印加時においては、筋肉組織の影響を強
く受けたインピーダンスが検出されると言える。従って、電流の周波数を高くするに伴い
、求めるインピーダンスへの筋肉組織の反映度合いが高くなるものである。
【００５４】
　次に体脂肪測定装置１の動作を図６に示すフローチャートを用いて説明する。
【００５５】
　前記電源スイッチ５を押して、体脂肪測定装置１の電源をオンすると、ステップＳ１に
おいて、装置の初期設定が成されるとともに、体脂肪測定装置１の被験者の身体へのセッ
ト後、測定スイッチ６を押して測定を開始するよう指示するメッセージを表示部１０に表
示する。被験者は、前記アーム部４ａ及び４ｂを本体部２より、腹部横幅に合わせてスラ
イドして引き出し、臍位置の高さに掲げ持ち、電極指示部３ａ及び３ｂのインピーダンス
測定電極９を配した接触面を腹部前面に押し当てることによりセット完了となる。
【００５６】
　続くステップＳ２において測定スイッチ６が押されたかどうか判断される。押されてな
ければＮＯに進み、測定スイッチ６が押されるまで検出を続け、測定スイッチ６が押され
るとＹＥＳに進み、ステップＳ３において、前記セットしたアーム部４ａ及び４ｂの移動
距離を前記エンコーダ部１６により計測し、この移動距離に基づいて演算部１５により腹
部横幅距離を自動で算出する。
【００５７】
　ステップＳ４において、前述した予め設定してある低周波電流によるインピーダンス測
定が成される。測定されたインピーダンス値は前記ＲＡＭ１３に一時記憶される。続くス
テップＳ５において、高周波電流によるインピーダンス測定が成され、測定後前述と同様
にＲＡＭ１３に一時記憶される。ここでは、低周波数電流を６．２５ｋＨｚとし、高周波
電流を５０ｋＨｚとし、各インピーダンス値をＺ６ ． ２ ５ 及びＺ５ ０ とする。
【００５８】
　前記インピーダンス測定が終了すると、以下体脂肪に関する指標を算出する手順に移行
する。まずステップＳ６において、腹部全脂肪面積を算出する。制御部１１において前記
ＲＯＭ１４に記憶された低周波及び高周波電流により測定したインピーダンス値と、前記
腹部横幅距離とを読み込む。また前記ＲＯＭ１４に記憶してある、予めＣＴ法により算出
した腹部全脂肪面積と前記インピーダンス値及び腹部横幅距離との相関より得られる腹部
全脂肪面積算出用回帰式を読み込み、演算部１５において前記回帰式を用いて腹部全脂肪
面積を算出する。ここで、前記回帰式は例えば、腹部全脂肪面積＝ｐ１ ＋ｑ１ ×Ｚ６ ． ２

５ ＋ｒ１ ×腹部横幅距離＋ｓ１ ×Ｚ５ ０ ／腹部横幅距離、として表され、ｐ１ 、ｑ１ 、ｒ

１ 及びｓ１ は定数である。本実施例において、ｐ１ ＝－１５００、ｑ１ ＝８０、ｒ１ ＝－
７７及びｓ１ ＝－９６０とすると、前記ＣＴ法により算出した腹部全脂肪面積と前記回帰
式より求めた腹部全脂肪面積とは、図７のグラフに示すように、相関係数＝０．９６６と
いう高い相関が得られるものである。
【００５９】
　ステップＳ７において、皮下脂肪面積を求める。前記腹部全脂肪面積と同様に、予めＣ
Ｔ法により算出した皮下脂肪面積と前記インピーダンス値及び腹部横幅距離との相関より
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得られる回帰式に基づいて算出する。前記回帰式は例えば、皮下脂肪面積＝ｐ２ ＋ｑ２ ×
Ｚ６ ． ２ ５ ＋ｒ２ ×腹部横幅距離＋ｓ２ ×Ｚ５ ０ ／腹部横幅距離、として表され、ｐ２ 、
ｑ２ 、ｒ２ 及びｓ２ は定数である。本実施例において、ｐ２ ＝－３５０、ｑ２ ＝－８．０
、ｒ２ ＝３５．１及びｓ２ ＝５００とすると、図８に示すように、前記ＣＴ法により算出
した皮下脂肪面積と前記回帰式により求められる皮下脂肪面積は相関係数０．９５０とい
う高い相関が得られるものである。
【００６０】
　ステップＳ８において、内臓脂肪面積を求める。前記腹部全脂肪面積及び皮下脂肪面積
と同様に、予めＣＴ法により算出した内臓脂肪面積と前記インピーダンス値及び腹部横幅
距離との相関より得られる回帰式に基づいて算出する。前記回帰式は例えば、内臓脂肪面
積＝ｐ３ ＋ｑ３ ×Ｚ６ ． ２ ５ ＋ｒ３ ×腹部横幅距離＋ｓ３ ×Ｚ５ ０ ／腹部横幅距離、とし
て表され、ｐ３ 、ｑ３ 、ｒ３ 及びｓ３ は定数である。本実施例において、ｐ３ ＝－１０３
０、ｑ３ ＝９０、ｒ３ ＝－６３及びｓ３ ＝－１４６０とすると、図９に示すように、前記
ＣＴ法により算出した内臓脂肪面積と前記回帰式により求められる内臓脂肪面積は相関係
数０．９２１という高い相関が得られるものである。
【００６１】
　続いてステップＳ９において、体幹部の脂肪率を求める。今度は予めＤＸＡ法により求
めた体幹部の脂肪率と、前記インピーダンス値及び腹部横幅距離との相関より得られる回
帰式に基づいて算出する。前記回帰式は例えば、体幹部脂肪率＝ｐ４ ＋ｑ４ ×Ｚ６ ． ２ ５

＋ｒ４ ×腹部横幅距離＋ｓ４ ×（１／Ｚ５ ０ ／腹部横幅距離）、として表され、ｐ４ 、ｑ

４ 、ｒ４ 及びｓ４ は定数である。本実施例において、ｐ４ ＝９０、ｑ４ ＝－０．９９、ｒ

４ ＝－０．８５２及びｓ４ ＝－６９８０とすると、図１０に示すようにＤＸＡ法により算
出した体幹部脂肪率と前記回帰式により求められる体幹部脂肪率は相関係数０．９６０と
いう高い相関が得られるものである。
【００６２】
　更にステップＳ１０において、全身体脂肪率を求める。前記体幹部脂肪率と同様にして
、予めＤＸＡ法により求めた全身体脂肪率と前記体幹部脂肪率との相関より得られる回帰
式に基づいて算出する。前記回帰式は例えば、全身脂肪率＝ｔ×体幹部脂肪率＋ｕ、とし
て表され、ｔ及びｕは定数である。本実施例において、ｔ＝０．７７、ｕ＝３．２とする
と、図１１に示すようにＤＸＡ法により算出した全身体脂肪率と体幹部脂肪率は相関係数
０．９８０という高い相関が得られるものである。
【００６３】
　ここで、四肢は体幹部に比べ脂肪が少ないため、全身体脂肪率の内ほとんどが体幹部体
脂肪率であると見なし、四肢に障害を持っている場合でも健常者と同じく、体幹部脂肪率
から全身脂肪率を求める前記回帰式により全身脂肪率を算出することが可能である。
【００６４】
　ステップＳ１１において、前記算出した皮下脂肪面積と内臓脂肪面積との差分より、脂
肪型を判定する。例えば、Ｘ＝皮下脂肪面積－内臓脂肪面積として、Ｘ >０の場合皮下脂
肪型と判定され、Ｘ≦０の場合内臓脂肪型と判定する。
【００６５】
　ステップＳ１２において、前記算出した腹部全脂肪面積、皮下脂肪面積、内臓脂肪面積
、体幹部脂肪率、全身脂肪率及び脂肪型を表示部１０に表示し、前記表示を続けながらス
テップＳ１３において、一定時間内に測定スイッチ６が押されたかどうか判断される。ス
イッチオンが検出されると、再測定すると見なし、再びステップＳ３に戻り測定を開始す
る。また、一定時間スイッチが押されなかった場合、自動で電源オフし測定を終了する。
【００６６】
　ここで、前記インピーダンス測定電極９の配置に関しては、腹部前面のできるだけ広い
範囲に接触させ、測定範囲を広げることが望ましい。すなわち前記電流印加電極７ａ及び
７ｂ間と電圧測定電極８ａ及び８ｂ間とは共に腹部前面の脇腹近傍まで広げて測定される
のが望ましいが、本実施例においては、前記インピーダンス測定電極９の各電極間距離を
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ほぼ固定とし、腹部横幅距離により腹部の大きさを反映させていることから、前記電流印
加電極７ａ及び７ｂ間距離は、腹部横幅の小さい被験者に合わせて距離を設定することが
望ましく、本実施例においては、２４ｃｍとした。
【００６７】
　また、前記電流印加電極７ａ及び７ｂを広くとっても前記電圧測定電極間８ａ及び８ｂ
間距離が狭くては当然測定範囲が狭くなってしまう。更に、前記電流印加電極７ａ及び７
ｂの各々と隣り合う電圧測定電極８ａ及び８ｂとの各距離は、一般に皮下脂肪厚の少なく
とも２倍程度の距離がなければ、電圧測定が筋肉組織にまで及ぶことなく、皮下脂肪組織
を反映したインピーダンス測定になってしまうことが知られている。
【００６８】
　よって、本実施例においては、例えば皮下脂肪が４ｃｍ程度と厚い被験者に合わせて、
電流印加電極７ａ及び電圧測定電極８ａ間距離と、電流印加電極７ｂ及び電圧測定電極８
ｂ間距離とを各々８ｃｍとした。
【実施例２】
【００６９】
　本発明の実施例２は、前記実施例１の電極支持部３の構成と、これに配したインピーダ
ンス測定電極９の配置を変更したものであり、上記変更以外は、実施例１と同様の構成及
び動作を示すものとする。図１２及び図１３に示すように、前記電極支持部３に代えて剛
体支持部３１を配して成り、一対の電流印加電極７ａ及び７ｂと、これに挟まれるように
一対の電圧測定電極８ａ及び８ｂとが、各々腹部への接触方向を自由に可変させる柔軟部
材３２を介して、前記剛体支持部３１の腹部接触側に配されて成る。前記剛体支持部３１
の前記電圧測定電極８ａ及び８ｂ間には凹溝が形成されて成ることにより、丸みを帯びた
腹部前面の中央付近に接触するのを避け、前記電極７ａ、７ｂ、８ａ及び８ｂを配した面
を腹部前面への接触面として有するものであり、上記電極各々を腹部前面に密着可能とす
るものである。
【００７０】
　なお、前記剛体支持部３１の接触面を腹部前面に接触させることが可能な場合には、前
記剛体支持部３１の接触面に直接前記インピーダンス測定電極９を配して構成しても良く
、前記柔軟部材３２が不要となることからより安価に構成可能である。
【実施例３】
【００７１】
　本発明の実施例３は、実施例２と同様に、前記実施例１の電極支持部３の構成と、これ
に配したインピーダンス測定電極９の配置を変更したものであり、上記変更以外は、実施
例１と同様の構成及び動作を示すものとする。図１４及び図１５に示すように、電圧測定
電極８ａ及び８ｂを固定電極として支持する電極固定支持部３３を備え、各電圧測定電極
８ａ及び８ｂを軸として回動する回動部材３４の先端に電流印加電極７ａ及び７ｂを配し
、腹部前面に合わせて電流印加電極７ａ及び７ｂの方向を手動で設定するものである。
【００７２】
　なお、電流印加電極７ａ及び７ｂを固定電極とし、電圧測定電極８ａ及び８ｂを回動さ
せるものでも良い。
【実施例４】
【００７３】
　本発明の実施例４は、前記実施例１の電極支持部３と左右アーム部４ａ及び４ｂとの構
成と、前記電極支持部３に配したインピーダンス測定電極９の配置を変更したものであり
、上記変更以外は、実施例１と同様の構成及び動作を示すものとする。図１６及び図１７
に示すように、電極支持部３と左右アーム部４ａ及び４ｂとを電極支持アーム部３５ａ及
び３５ｂとして一体で構成し、前記アーム部４ａ及び４ｂと同様に、本体部２内のスライ
ド機構に支持されて成る。また前記電極支持アーム部３５ａ及び３５ｂは腹部前面に接触
させるために、腹部前面にほぼ沿うような曲面を形成して成る。
【００７４】
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　前記インピーダンス測定電極９の配置は、前記腹部前面にほぼ沿うように形成した曲面
の内、左右脇腹近傍の腹部前面に接触する位置に前記電流印加電極７ａ及び７ｂを配する
。また、電圧測定電極８ａ及び８ｂは、各々本体部２の腹部に接触させる面の所定の位置
に配されて成り、本実施例においては、前記電圧測定電極８ａ及び８ｂ間距離を８ｃｍと
した。
【００７５】
　測定においては、前記電極支持アーム部３５ａ及び３５ｂとを被験者の腹部横幅に合わ
せてスライドさせ、そのまま本体部２と共に腹部に押し付けることにより、各インピーダ
ンス測定電極９を接触させることを可能とするものである。
【実施例５】
【００７６】
　前記実施例１乃至実施例４においては、腹部横幅に対して、インピーダンス測定電極９
の接触範囲により設定されるインピーダンス測定範囲が固定されていることにより、被験
者によって腹部に対する測定範囲にばらつきがあった。そこで、腹部横幅距離を補正パラ
メータとして、測定範囲が被験者によらず一定であるとして補正していた。
【００７７】
　本発明の実施例５は、被験者の横幅位置を基準に、腹部に合わせて前記インピーダンス
測定電極９の接触位置を可動させることにより腹部横幅距離の計測及び入力を不要とする
体脂肪測定装置の一例である。
【００７８】
　以下、実施例５の体脂肪測定装置の構成を図１８及び図１９を用いて説明するが、前記
実施例１乃至４と同様の構成及び動作を示す部分は同じ符号を用いて説明する。
【００７９】
　図１８において、電極位置補正アーム部４０ａ及び４０ｂは、前記実施例４において図
１６に示した電極保持アーム部３５ａ及び３５ｂと同様に、腹部に接触させる曲面と、腹
部横幅に合わせてスライドさせる本体部２のスライド機構に支持されて成る。前記電極保
持アーム部３５ａ及び３５ｂは各々電流印加電極７ａ及び７ｂのみを可動させたものの、
電圧測定電極８ａ及び８ｂを固定としたため、腹部横幅距離の補正が必要であり、前記ア
ーム移動距離を本体部２内のエンコーダ部１６を用いて計測することにより自動で腹部横
幅距離を算出し補正パラメータを入力した。
【００８０】
　前記電極位置補正アーム部４０ａは電流印加電極７ａ及び電圧測定電極８ａとを配し、
同じく電極位置補正アーム部４０ｂは電流印加電極７ｂ及び電圧測定電極８ｂとを配して
成るものであり、本実施例においては、前記電極７ａ及び８ａ間距離と電極７ｂ及び８ｂ
間距離とを各々８ｃｍとするものである。
【００８１】
　図１８に示すように、使用時には前記電極位置補正アーム部４０ａ及び４０ｂを被験者
の腹部横幅に合わせて設定し、腹部に押し付けることにより、前記インピーダンス測定電
極９を腹部の大きさに合わせた位置に接触させることが可能であり、腹部横幅距離を補正
パラメータとして入力する必要がなくなる。
【００８２】
　また、図示しないが、本実施例２の体脂肪測定装置の電気ブロック図は、前記実施例１
において図３に示したブロック図からエンコーダ部１６を抜いたものであり、その他の構
成及び動作は実施例１と同じである。
【００８３】
　更に、本実施例５の動作手順は前記実施例１において図６に示したフローチャートと同
様である。ただし、ステップＳ５からステップＳ９までの各体脂肪に関する指標を算出す
る回帰式は、前述したように腹部横幅距離を補正パラメータとしない回帰式であり、各々
実施例１と同様にしてＣＴ法又はＤＸＡ法により求めた各体脂肪に関する指標と、インピ
ーダンス測定により得られたＺ５ ０ 及びＺ６ ． ２ ５ との相関より得られる回帰式を前記Ｒ
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ＯＭ１４に各々格納しておくものである。
【００８４】
　なお、本実施例１乃至実施例５において、図６のフローチャートにおいてステップＳ１
１により示した皮下脂肪型か内臓脂肪型かの判定においては、皮下脂肪面積と内臓脂肪面
積との差分により判定したが、一般にＣＴ法等を用いた臨床において、皮下脂肪面積をＳ
とし、内臓脂肪面積をＶとして求められるＶ／Ｓ比により脂肪型を判定しても良い。すな
わち、Ｖ／Ｓ >０．５の場合内臓脂肪型と判定し、Ｖ／Ｓ≦０．５の場合皮下脂肪型と判
定する。
【００８５】
　また、年齢や性別等を入力する入力手段を本体部２に設け、これに伴い体脂肪に関する
指標を算出する回帰式を年齢や性別などにより細分化して、前記ＲＯＭ１４に記憶させて
おき、適する回帰式を用いることにより、より精度の高い測定も可能である
【００８６】
　また、皮下脂肪厚を算出可能である。一般にＣＴ法により算出した皮下脂肪厚と５０ｋ
Ｈｚの周波数の電流により測定した腹部インピーダンスとは高い相関があることが知られ
ているが、図５乃至図７を用いて腹部インピーダンス測定原理において詳述したように、
低周波数電流によると、高周波電流測定時に比べ、皮下脂肪組織の寄与率の高いインピー
ダンス値が得られることから、低周波インピーダンスとＣＴ法により求めた皮下脂肪厚と
の相関より得られる回帰式を用いて精度の高い皮下脂肪厚算出が可能となる。
【００８７】
　図２２は皮下脂肪厚と低周波電流により測定したインピーダンスとの相関を示すグラフ
であり、相関係数０．９０３という高い相関が得られるものである。
【００８８】
　更に、前記電流印加電極７ａ及び７ｂに供給する電流は６．２５ｋＨｚの低周波数と５
０ｋＨｚの高周波数との２周波数を用いたが、周波数を増やすことにより、筋肉組織と皮
下脂肪組織との関係をより詳細に反映させることができ測定精度をあげることができる。
また周波数が一つであっても皮下脂肪組織及び筋肉組織の両方を含んだインピーダンスが
得られることから、簡便な測定が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００８９】
【図１】実施例１の体脂肪測定装置の使用時の外観上面図である。
【図２】図１のＡ－Ａ断面図である。
【図３】体脂肪測定装置の電気ブロック図である。
【図４】腹部前面の電流経路を示す電気的等価回路モデルである。
【図５】電解質組織における周波数別電流経路を示す細胞モデルである。
【図６】体脂肪測定装置の動作を示すフローチャートである。
【図７】ＣＴ測定と回帰式により算出した腹部全脂肪面積の比較グラフである。
【図８】ＣＴ測定と回帰式により算出した皮下脂肪面積の比較グラフである。
【図９】ＣＴ測定と回帰式により算出した内臓脂肪面積の比較グラフである。
【図１０】ＤＸＡ測定と回帰式により算出した体幹部脂肪率の比較グラフである。
【図１１】全身脂肪率と体幹部脂肪率との比較グラフである。
【図１２】実施例２の体脂肪測定装置の使用時の外観上面図である。
【図１３】図１２のＡ－Ａ断面図である。
【図１４】実施例３の体脂肪測定装置の使用時の外観上面図である。
【図１５】図１４のＡ－Ａ断面図である。
【図１６】実施例４の体脂肪測定装置の使用時の外観上面図である。
【図１７】図１６のＡ－Ａ断面図である。
【図１８】実施例５の体脂肪測定装置の使用時の外観上面図である。
【図１９】図１８のＡ－Ａ断面図である。
【図２０】ＣＴにより求めた皮下脂肪厚とＺ６ ． ２ ５ との関係を示すグラフである。
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【符号の説明】
【００９０】
　　１　　体脂肪測定装置
　　２　　本体部
　　３　　電極支持部
　　４ａ　左アーム部
　　４ｂ　右アーム部
　　５　　電源スイッチ
　　６　　測定スイッチ
　　７ａ、７ｂ　電流印加電極
　　８ａ、８ｂ　電圧測定電極
　　９　　インピーダンス測定電極
　　１０　表示部
　　１１　制御部
　　１２　記憶部
　　１３　ＲＡＭ
　　１４　ＲＯＭ
　　１５　演算部
　　１６　エンコーダ部
　　１７　電源
　　１８　電流印加部
　　１９　基準電流検出部
　　２０　交流電流発生部
　　２１　周波数設定部
　　２２　電圧測定部
　　２３　Ａ／Ｄ変換部
　　３１　剛体支持部
　　３２　柔軟部材
　　３３　電極固定支持部
　　３４　回動部材
　　３５ａ、３５ｂ　電極支持アーム部
　　４０ａ、４０ｂ　電極位置補正アーム部
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

(14) JP 4024774 B2 2007.12.19



【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】
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【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】
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